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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第51期

中間連結会計期間
第52期

中間連結会計期間
第51期

会計期間

自2025年
４月１日
至2025年
９月30日

自2026年
４月１日
至2026年
９月30日

自2025年
４月１日
至2026年
３月31日

売上高 （千円） 8,506,826 8,438,929 17,151,415

経常利益 （千円） 1,136,132 1,208,776 2,215,608

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 750,805 855,208 1,511,117

中間包括利益又は包括利益 （千円） 861,329 939,470 1,651,195

純資産額 （千円） 7,674,404 7,456,764 6,947,829

総資産額 （千円） 10,451,550 9,924,898 10,274,008

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 42.98 50.44 86.85

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） 42.20 49.72 85.22

自己資本比率 （％） 71.4 74.1 65.6

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 394,209 274,202 1,890,507

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △6,910 10,908 △14,235

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △305,632 △472,343 △1,822,320

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 2,969,120 2,754,172 2,941,405

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　　　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

又、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①当中間連結会計期間の業績

 

2026年３月期

中間連結会計

期間

2027年３月期　中間連結会計期間

実績 増減額 増減率

売 上 高 8,506百万円 8,438百万円 △67百万円 △0.8％

売 上 総 利 益

（売上総利益率）

2,536百万円

29.8％

2,690百万円

31.9％
+154百万円 +6.1％

営 業 利 益

（営業利益率）

1,103百万円

13.0％

1,185百万円

14.0％
+82百万円 +7.5％

経 常 利 益

（経常利益率）

1,136百万円

13.4％

1,208百万円

14.3％
+72百万円 +6.4％

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

中 間 純 利 益

（親会社株主に帰属する中間純利益率）

750百万円

8.8％

855百万円

10.1％
+104百万円 +13.9％

     

受 注 高 （ 累 計 ） 8,631百万円 8,404百万円 △226百万円 △2.6％

受 注 残 高 （ 四 半 期 末 ） 3,373百万円 3,633百万円 +259百万円 +7.7％

 

　当中間連結会計期間においては、「生産性・効率性向上のためのDX」「AIを活用したサービス提供」「デジタ

ルデータを利活用したビジネスの創出」「老朽化したシステムの刷新」等、景気動向に左右されにくいIT投資

テーマに対する顧客の旺盛なニーズのもと、2026年５月に公表した５か年の新・中期経営計画「New Canvas 2031

‐The Next Page‐」に基づく事業戦略、企業戦略を推進いたしました。

　売上高は、高付加価値案件の提案・受注を戦略的に進め、社会インフラ事業のエネルギー（ガス）、交通・運

輸、公共分野を中心にDX案件などが好調に推移した一方、前期までの大型案件がサービスインしたことや、今期

受注した大型案件の一部（電力等）が当初想定よりも緩やかな進捗で推移していることなどの影響により、8,438

百万円（前年同期比0.8％減）となりました。

　利益面では、単価アップに加え、今期特に注力するデータマネジメントやAI関連、コンサルティング等の高収

益案件の増加が寄与し、売上総利益率が31.9％（前年同期比＋2.1ポイント）と大きく良化、中間期として過去最

高となりました。これにより、新・中期経営計画に基づく事業拡大を見据えて大幅に増強した2026年４月入社の

新入社員73名（前年は49名）の人件費やその研修費用などによる販売管理費の増加を吸収した結果、営業利益は

1,185百万円（前年同期比7.5％増）と、中間期として過去最高を更新いたしました。

 

②当中間連結会計期間の事業別業績

 

2026年３月期

中間連結会計期間

売上高

2027年３月期　中間連結会計期間

売上高 増減額 増減率

社 会 イ ン フ ラ 事 業 5,490百万円 5,963百万円 +473百万円 +8.6％

先 進 イ ン ダ ス ト リ ー 事 業 3,016百万円 2,475百万円 △541百万円 △18.0％

合　　　計 8,506百万円 8,438百万円 △67百万円 △0.8％

（うち、ソリューション事業） 596百万円 647百万円 +51百万円 +8.7％
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ⅰ）社会インフラ事業

　社会インフラ事業では、日本の社会インフラを支える企業（エネルギー：電力・ガス、交通・運輸、公

共、通信・ネットワーク）に対し、ITシステムの開発及びDXソリューションの提供を行っております。

 

　当中間連結会計期間は、エネルギー分野の電力領域において、新規大型案件（脱ホスト：モダナイゼー

ション）を受注したほか、DXプロジェクト等の複数立上げを推進いたしました。また、再生可能エネルギー

の効率活用・データセンター建設等が本格化する中、電力バリューチェーン（発電／送配電／需給調整／小

売／利用）で注目が集まる「分散電源管理（DERMS）」「需給調整・電力市場取引」「エネルギーマネジメ

ント」の事業機会獲得と拡大に向けた準備を進めております。ガス領域では、制度対応に加え、当社グルー

プ独自のアセットを活用した企業変革ソリューション「LeapX（リープクロス）」シリーズの「CloudLeap

（クラウドリープ）」を活用したモダナイゼーション案件（システム基盤のクラウドリフト・刷新等）や、

「AgileLeap（アジャイルリープ）」を活用したシステム構築対応などが好調でした。また、交通・運輸分

野の鉄道関連システム、公共分野の安全保障関連システムなども、顧客のDXやシステム刷新のニーズを的確

に捉えた提案・プロジェクト推進により、大幅な増収となりました。

　以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、5,963百万円(前年同期比8.6％増)となりました。

 

ⅱ）先進インダストリー事業

　先進インダストリー事業では、日本の高度なモノづくりやサービス提供を担う企業（製造、サービス、エ

ンタープライズ）に対し、ITシステムの開発及びDXソリューションの提供を行っております。

 

　当中間連結会計期間においては、新・中期経営計画におけるベースロード「次世代SIビジネス」を強力に

推進すべく「データ」と「AI」をコアテクノロジーとする事業構造改革に着手いたしました。

　この間、サービス分野の決済・カード領域ではクレジットカード会社向けデータマネジメント案件が堅調

に推移いたしましたが、前期に取り組んだ大型案件終了の反動や、上記事業構造改革に伴う基盤整備の影響

もあり、当中間連結会計期間の売上高は、2,475百万円(前年同期比18.0％減)となりました。

　なお、当社グループは、AI普及を「機会」と捉え、AI開発体制の確立、社内ガイドラインや実行環境の整

備等を推進する中、2026年６月から、米国・Anthropic社が開発・提供する開発者向けAIエージェントツー

ル「Claude Code」を導入し「GitHub Copilot」及び当社独自の情報漏えいのリスクがない生成AIツール

「AdsolChat（アドソルチャット）」等を用途や顧客特性、セキュリティ要件等に応じて使い分けながら、

AI駆動開発・AIネイティブ開発の加速と開発効率化を進めております。あわせて、生成AI活用に必須のデー

タ活用に関し、LeapXシリーズのデータマネジメントサービス「D×DLeap（ディーディーリープ）」に、

2026年10月から「AIデータマネジメントサービス」を追加いたしました。今後、顧客企業内に分散するデー

タや業務知見を収集・統合・構造化し、AIによる分析・活用が可能な情報資産として再構築する提案をより

強力に推進してまいります。

 

ⅲ）ソリューション事業

　ソリューション事業は、社会インフラ・先進インダストリーそれぞれの顧客に対し、GIS：地理情報シス

テムやIoT空間情報に関するコンサルティング～開発、ソリューション提供を行っております。

 

　当中間連結会計期間においては、GIS関連で、当社オリジナルの商圏分析ソリューション「DOCOYA（ドコ

ヤ）」を中心とした提案・拡販に注力いたしました。また、GISを活用したプラットフォーム開発（公益・

鉄道・物流事業者向け等）を新規に受注し、これら案件を推進いたしました。

　加えて、新・中期経営計画で掲げた成長戦略である「オファリングビジネス」の立上げに伴い、当社グ

ループの実績・ノウハウや、強みとなるソリューション群の「アセット化」を推進する中、市場・顧客別に

GISソリューションを体系的に整理し、オファリング提案を推進いたしました。2026年９月からは、これら

強みアセットを活用した企業価値可視化・構造化サービス「Refagram（リファグラム）」の提供を開始して

おります。Refagramは、FDE（Forward Deployed Engineer）型サービスとして体系化し、既存顧客である社

会インフラ関連企業を皮切りに提案を進め、順次対応範囲を拡大する予定です。

　以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、647百万円(前年同期比8.7％増)となりました。
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③財政状態

　当中間連結会計期間末の財政状態は、次の通りであります。

　「流動資産」は、6,677百万円となり、前連結会計年度末と比べ313百万円減少しました。

　主な変動要因としては、その他流動資産が12百万円増加した一方、現金及び預金が187百万円、受取手形、売掛

金及び契約資産が123百万円減少したこと等によります。

　「固定資産」は、3,247百万円となり、前連結会計年度末と比べ36百万円減少しました。

　主な変動要因としては、投資有価証券が145百万円増加した一方、有形固定資産が15百万円、無形固定資産が53

百万円、繰延税金資産が38百万円、保険積立金が61百万円減少したこと等によります。

　これにより、資産合計は9,924百万円となり、前連結会計年度末と比べ349百万円減少しました。

　「流動負債」は、1,895百万円となり、前連結会計年度末と比べ856百万円減少しました。

　主な変動要因としては、未払金が377百万円、未払法人税等が133百万円、未払消費税等が149百万円、賞与引当

金が125百万円減少したこと等によります。

　「固定負債」は、573百万円となり、前連結会計年度末と比べ１百万円減少しました。

　主な変動要因としては、退職給付に係る負債が１百万円減少したことによります。

　これにより、負債合計は、2,468百万円となり、前連結会計年度末と比べ858百万円減少しました。

　「純資産」は、7,456百万円となり、前連結会計年度末と比べ508百万円増加しました。

　主な変動要因としては、利益剰余金が175百万円増加した一方、自己株式が352百万円減少したこと等によりま

す。

　以上の結果、「自己資本比率」は、74.1％となり前連結会計年度末と比べ8.5ポイント上昇しました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における「現金及び現金同等物」の残高は、2,754百万円（前年同期は2,969百万円）と

なりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りです。

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　増加の主な要因としては、税金等調整前中間純利益1,208百万円の計上、減価償却費の計上72百万円等がありま

した。

　減少の主な要因としては、賞与引当金の減少125百万円、未払金の減少370百万円、法人税等の支払額481百万円

等がありました。

　以上の結果、営業活動によるキャッシュ・フローは274百万円の収入（前年同期は394百万円の収入）となりま

した。

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　増加の主な要因としては、保険積立金の解約による収入43百万円等がありました。

　減少の主な要因としては、有形固定資産の取得による支出７百万円、投資有価証券の取得による支出24百万円

等がありました。

　以上の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは10百万円の収入（前年同期は６百万円の支出）となりまし

た。

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　減少の主な要因としては、配当金の支払額471百万円等がありました。

　以上の結果、財務活動によるキャッシュ・フローは472百万円の支出（前年同期は305百万円の支出）となりま

した。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前連結会計年度末の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
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(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て重要な変更はありません。

 

(7）研究開発活動

　当社の社名である「アドソル」は「Advanced Solution（アドバンスト・ソリューション）」を意味しておりま

す。新・中期経営計画「New Canvas 2031 ‒The Next Page‒」においては「スマートシティのオンリーワンITカン

パニー」を目指すうえで、競争優位の発揮と事業の成長加速を基本的な方針として研究開発活動に取り組んでおり

ます。

　具体的には、国内外の大学・研究機関との共同研究や最先端企業との連携、AI研究所や米国サンノゼ・シリコン

バレーの100％子会社であるAdsol-Nissin San Jose R&D Center, Inc.（アドソル日進サンノゼR&Dセンタ）を通じ

た最先端技術のリサーチ、研究などを行っております。これら技術のビジネス適用により、サステナブル（持続可

能）で豊かな社会の発展への貢献を目指します。また、慢性的な不足が指摘される「高度IT人材」の育成を加速さ

せる革新的なキーテクノロジーの創造・強化・拡充、多様化する開発スタイル（ベトナムを活用したグローバルア

ジャイル開発など）に適応した新たなインテグレーションサービスの研究開発も推進しております。

　当社グループにおける研究開発活動は、個別の事業セグメントに特化するものではなく、事業横断的に適用可能

であるため、セグメント別に分計はしておりません。

　当中間連結会計期間における研究開発活動の金額は、84百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,600,000

計 57,600,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,289,930 17,289,930
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 17,289,930 17,289,930 ─ ─

（注）「提出日現在発行数」には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 第12回株式報酬型新株予約権

決議年月日 2026年７月22日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役（社外取締役を除く）　4名

新株予約権の数 28,967個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 28,967株　　 （注）１

新株予約権の行使時の払込金額 株式１株当たり１円

新株予約権の行使期間
自　2026年８月７日

至　2056年８月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額

１株当たりの発行価格　　　942円

１株当たりの資本組入額　　471円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

※　新株予約権の割当日（2026年８月６日）における内容を記載しております。

（注）１．付与株式数は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割

（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、新

株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の計算により

調整する。

　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割又は併合の比率

　　また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことが出来るものとする。なお、上記の調整の結果生じ

る１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。
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２．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができるものとする。ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合において

も、行使期間の最後の１年間（2055年８月７日以降）は新株予約権を行使することができるものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承継することができる。

③上記①、②に関わらず、新株予約権者及び相続人は、以下に定める場合には、定められた期間内に限り新株

予約権を行使することができるものとする。ただし、組織再編成行為時における新株予約権の取扱いの規定

に従って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。

・当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議

案、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で

承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）、当該承認又は決

定がなされた日の翌日から15日間

④１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとする。

３．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分

割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象

会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅

し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿って再編成対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又

は株式移転計画において定めることを条件とする。

①交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　再編成対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、上記

③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とす

る。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成

対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤新株予約権を行使することが出来る期間

　上記「新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

ⅰ本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、こ

れを切り上げるものとする。

ⅱ本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本金

等増加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧新株予約権の取得の事由及び条件

当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる吸収分割契約若しくは新設分割計画承認

の議案、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社の株主総

会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別

途定める日に、当社は、本新株予約権を無償で取得することが出来る。

 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株）

発行済株式

総数残高

 (株）

資本金

増減額

 (千円）

資本金

残高

 (千円）

資本準備金

増減額

 (千円）

資本準備金

残高

 (千円）

2026年４月１日 － 17,289,930 － 575,681 － 280,681

 

 

（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行（株）

（信託口）
東京都港区赤坂１－８－１ 2,068,600 12.12

アドソル日進従業員持株会 東京都港区港南４－１－８ 1,234,300 7.23

上田　富三 東京都文京区 465,664 2.73

野村信託銀行（株）（投信口） 東京都千代田区大手町２－２－２ 422,257 2.47

（株）バリューＨＲ 東京都渋谷区千駄ヶ谷５－21－14 343,400 2.01

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE U.S. TAX

EXEMPTED PENSION FUNDS SEC LENDING

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY

WHARFLONDON E14 5NT,UK
309,000 1.81

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT

OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業

部）

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,

BOSTON MASSACHUSETTS
293,700 1.72

（株）三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内１－４－５ 276,000 1.62

（株）日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 240,400 1.41

CACEIS BANK/QUINTET LUXEMBOURG SUB AC /

UCITS CUSTOMERS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

89-91 RUE GABRIEL PERI 92120

MONTROUGE FRANCE
211,800 1.24

計 － 5,865,121 34.36
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 219,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,017,300 170,173 －

単元未満株式 普通株式 52,830 － －

発行済株式総数  17,289,930 － －

総株主の議決権  － 170,173 －

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

アドソル日進（株） 東京都港区港南４－１－８ 219,800 － 219,800 1.27

計 － 219,800 － 219,800 1.27

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,941,405 2,754,172

受取手形、売掛金及び契約資産 3,787,149 3,663,475

電子記録債権 115,607 100,388

仕掛品 22,044 22,616

原材料及び貯蔵品 1,023 1,038

その他 123,846 136,346

貸倒引当金 △800 △800

流動資産合計 6,990,276 6,677,238

固定資産   

有形固定資産   

土地 371,169 371,169

その他（純額） 307,988 292,231

有形固定資産合計 679,157 663,400

無形固定資産 199,518 145,988

投資その他の資産   

投資有価証券 1,968,834 2,114,546

その他 436,220 323,723

投資その他の資産合計 2,405,055 2,438,270

固定資産合計 3,283,731 3,247,660

資産合計 10,274,008 9,924,898
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 670,242 616,098

未払金 575,194 197,846

未払法人税等 523,178 389,433

賞与引当金 551,250 425,539

その他 431,385 266,197

流動負債合計 2,751,251 1,895,116

固定負債   

退職給付に係る負債 574,927 573,018

固定負債合計 574,927 573,018

負債合計 3,326,178 2,468,134

純資産の部   

株主資本   

資本金 575,681 575,681

資本剰余金 280,681 280,681

利益剰余金 5,745,630 5,921,404

自己株式 △688,154 △335,315

株主資本合計 5,913,838 6,442,451

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 827,161 911,423

その他の包括利益累計額合計 827,161 911,423

新株予約権 206,830 102,889

純資産合計 6,947,829 7,456,764

負債純資産合計 10,274,008 9,924,898
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 8,506,826 8,438,929

売上原価 5,970,607 5,748,586

売上総利益 2,536,219 2,690,342

販売費及び一般管理費 ※ 1,432,867 ※ 1,504,774

営業利益 1,103,351 1,185,567

営業外収益   

受取利息 206 336

保険事務手数料 361 327

受取配当金 31,009 36,989

雑収入 1,994 4,203

営業外収益合計 33,571 41,857

営業外費用   

コミットメントフィー 699 699

保険解約損 - 17,886

為替差損 70 43

雑損失 21 19

営業外費用合計 791 18,648

経常利益 1,136,132 1,208,776

税金等調整前中間純利益 1,136,132 1,208,776

法人税等 385,326 353,568

中間純利益 750,805 855,208

非支配株主に帰属する中間純利益 - -

親会社株主に帰属する中間純利益 750,805 855,208
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 750,805 855,208

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 110,523 84,261

その他の包括利益合計 110,523 84,261

中間包括利益 861,329 939,470

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 861,329 939,470

非支配株主に係る中間包括利益 - -
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,136,132 1,208,776

減価償却費 74,211 72,707

貸倒引当金の増減額（△は減少） 100 -

賞与引当金の増減額（△は減少） 47,302 △125,710

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12,534 △1,909

受取利息及び受取配当金 △31,215 △37,325

保険解約損益（△は益） - 17,886

売上債権の増減額（△は増加） △482,133 138,893

棚卸資産の増減額（△は増加） 46,487 △588

前払費用の増減額（△は増加） △6,756 5,401

仕入債務の増減額（△は減少） 38,253 △54,144

未払金の増減額（△は減少） △126,124 △370,673

契約負債の増減額（△は減少） 43,316 5,134

未払消費税等の増減額（△は減少） △115,732 △149,909

その他 46,790 9,581

小計 683,165 718,121

利息及び配当金の受取額 31,215 37,325

法人税等の支払額 △320,171 △481,244

営業活動によるキャッシュ・フロー 394,209 274,202

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,455 △7,711

無形固定資産の取得による支出 - △2,435

投資有価証券の取得による支出 - △24,676

投資有価証券の売却及び償還による収入 - 2,010

敷金及び保証金の差入による支出 △1,270 △1,212

敷金及び保証金の回収による収入 192 1,845

保険積立金の解約による収入 - 43,534

その他 △1,376 △446

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,910 10,908

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △304,685 △471,434

その他 △946 △909

財務活動によるキャッシュ・フロー △305,632 △472,343

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 81,666 △187,233

現金及び現金同等物の期首残高 2,887,453 2,941,405

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,969,120 ※ 2,754,172
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行う為、金融機関３社とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。

　　これらの契約に基づく当中間連結会計期間末の借入未実行残高は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（2026年３月31日）
当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

コミットメントライン極度額の総額

借入実行残高

700,000千円

-

700,000千円

-

差引額 700,000千円 700,000千円

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

 
当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

 

給料及び賞与 424,510 千円 484,588 千円

賞与引当金繰入額 123,242  114,500  

退職給付費用 19,792  26,775  

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の通り

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 2,969,120千円 2,754,172千円

現金及び現金同等物 　2,969,120 　2,754,172
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 305,544 35.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月６日

取締役会
普通株式 314,485 18.00 2025年９月30日 2025年12月５日 利益剰余金

（注）2025年11月６日開催の取締役会決議に基づき、配当金については、１株につき普通配当18円と

　　　なりました。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 471,485 28.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月５日

取締役会
普通株式 409,681 24.00 2026年９月30日 2026年12月４日 利益剰余金

（注）2026年11月５日開催の取締役会決議に基づき、配当金については、１株につき普通配当24円と

　　　なりました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 

社会

インフラ

事業

先進

インダストリー

事業

計
調整額

（注）１

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 5,490,069 3,016,757 8,506,826 - 8,506,826

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - - - -

計 5,490,069 3,016,757 8,506,826 - 8,506,826

セグメント利益 1,282,826 768,960 2,051,786 △948,434 1,103,351

　（注）１．調整額は、以下の通りであります。

　　　　　　セグメント利益の調整額△948,434千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

    （単位：千円）

 

社会

インフラ

事業

先進

インダストリー

事業

計
調整額

（注）１

中間連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 5,963,876 2,475,052 8,438,929 - 8,438,929

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - - - -

計 5,963,876 2,475,052 8,438,929 - 8,438,929

セグメント利益 1,471,046 567,960 2,039,006 △853,438 1,185,567

　（注）１．調整額は、以下の通りであります。

　　　　　　セグメント利益の調整額△853,438千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

当社グループの売上高は、主に顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを分野別に

「エネルギー」「交通・運輸」「公共」「通信・ネットワーク」「製造」「サービス」「エンタープライズ」へと

区分して分解した情報は、以下の通りであります。

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）
 

報告セグメント 分野 計

社会インフラ事業

エネルギー 4,065,560

交通・運輸 628,818

公共 614,598

通信・ネットワーク 181,091

先進インダストリー事業

製造 687,049

サービス 1,806,915

エンタープライズ 522,792

顧客との契約から生じる収益 8,506,826

外部顧客への売上高 8,506,826

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：千円）
 

報告セグメント 分野 計

社会インフラ事業

エネルギー 3,979,389

交通・運輸 822,475

公共 873,680

通信・ネットワーク 288,331

先進インダストリー事業

製造 595,748

サービス 1,538,429

エンタープライズ 340,874

顧客との契約から生じる収益 8,438,929

外部顧客への売上高 8,438,929
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下の通

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

(1) １株当たり中間純利益 42円98銭 50円44銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 750,805 855,208

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
750,805 855,208

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,465 16,954

 

 (2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 42円20銭 49円72銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 322 242

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　2026年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

（イ）中間配当による配当の総額　・・・・・・・・・409,681千円

（ロ）１株当たりの金額　・・・・・・・・・・・・・24円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　・・・・2026年12月４日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

EDINET提出書類

アドソル日進株式会社(E05664)

半期報告書

23/26



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独 立 監 査 人 の 中 間 連 結 財 務 諸 表 に 対 す る 期 中 レ ビ ュ ー 報 告 書  

 

                   2026年11月６日

アドソル日進株式会社

取 締 役 会　御 中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 上西　貴之

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 花輪　大資

 

監査人の結論
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアドソル日進株
式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30
日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中
間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アドソル日進株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財
政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない
と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期
中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
   

 
 

EDINET提出書類

アドソル日進株式会社(E05664)

半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

